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作物残留性試験における減衰傾向調査について

は　じ　め　に

作物残留試験は，飼料を含む農作物の残留基準値の設
定と暴露評価に用いるデータを提供するための農薬登録
時に必要な安全性試験項目であり，作物体中に残留した
農薬の最高残留値を把握して減衰傾向を調査することを
主目的とする（農林水産省消費・安全局長，2019）。作
物残留試験における減衰調査では，最高残留濃度が見込
まれる試験条件で農薬製剤を農作物に処理し，経時的に
収穫した試料中の残留農薬を分析する。
減衰調査の試験設計と，農薬製剤を処理した農作物を

特定の 1時点のみで収穫する試験設計を，我が国におけ
る作物残留試験の関係者が，意識的に区別するようにな
ったのは，生産量が多い農作物における圃場例数が増え
て以降のことである（農林水産省農産園芸局長，2011）。
ここで特定の 1時点とは，農薬製剤の使用法として登録
された最終農薬散布から最短収穫までの期間（PHI：
pre―harvest interval after the fi nal application）での収穫
時点のことで，以降「PHI―1時点」での試験設計と呼ぶ。
生産量が特に多い農作物の作物残留試験を 6例以上で実
施する場合に，先行実施した 2例での減衰傾向が明瞭な
場合には，他の 4例以上の試験設計を PHI―1時点にす
ることができる。このような背景から，作物残留試験に
おいて残留農薬の減衰傾向を科学的に解釈する必要性が
高くなった。
本稿では，作物残留試験での圃場例数増の運用が開始
されてから約 10年が経過し，経験的に減衰傾向の解釈
が難しい事例や，これに関連した分析値変動等の科学的
な知見が得られてきたので紹介する。

I　残留農薬の減衰調査の目的

昨年改訂された経済協力開発機構による作物残留試験
の試験指針（2021年，以降 OECD Test No. 509と略す）

の 49～53項に減衰調査に関する記載がある。これによ
ると，作物残留試験において「農薬の残留が想定される
時期に農薬製剤を使用する場合」には減衰調査が必要で
あり，逆に，農薬が残留する可能性がなければ減衰調査
は不要である。ただし，残留する可能性がないことを科
学的に説明するためには，規定例数での PHI―1時点の
残留データが必要となる。そして，減衰調査データの使
用目的として，次の 6項目を挙げている。
（ 1） PHIよりも遅い時期に残留濃度が高くなる可能性
（ 2） 残留農薬の半減期を推定
（ 3） PHI変更時の影響を確認
（ 4） 使用方法が不一致な残留データの有効性評価
（ 5） 残留物定義の適切な選択（代謝物の残留性評価）
（ 6） 浸透性農薬が最高残留濃度に達する期間の確認
農作物に散布された多くの農薬の残留物は，分解など

により消失することが知られているため，作物残留試験
における減衰調査の通称に違和感を抱く方は少ないと思
われる。一方で，前述の（1）と（6）項は，「減衰」の意味
とは相反する目的なので，違和感を抱く方も多いかもし
れないが，次の事例をイメージすると理解し易い。
（ 1）  農作物に直接散布しない農薬処理

（粒剤などの土壌処理剤など）
（ 2）  根菜類の地上部への農薬散布

（ニンジン，タマネギ等）
（ 3）  収穫部位・分析部位が被包されている場合

（麦類，豆類，とうもろこし類等）
これらの作物残留試験では，経時的な濃度調査目的

が，減衰傾向確認ではなく，濃縮傾向確認または最高残
留値の把握となる。

II　減衰調査の設計

減衰調査での農薬散布と収穫時点の設計例を図―1に
示す。上段の設計例は，最大使用量（濃度）の農薬製剤
を農作物に週間隔で 2回処理（図中の

⇒

）した後，1，3

および 7日後の収穫物（図中の●）中の残留農薬を分析
する標準的な例示である。収穫前日まで使用可能な農薬
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